
所管部局 経済部 所管課

施策名
施策
コード

政策体系
(中項目)

政策体系
コード

事務事業数

45

特定分野別
計画

SDGs 総合判定

予算額
（千円） Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３

施策目標

現状と
課題

前年度二次
評価意見

対応状況

<主な取組>

今年度の
取組

実績と
成果

参考HP①

参考HP②

参考HP③

令和５年度　基本評価調書 産業人材課

産業人材の育成 0518

良質で安定的な雇用の場づくりと産業人材の育成・確保 2(7)A

第11次北海道職業能力開発計画

順調

関連重点
戦略計画等

知事公約、創生総合戦略

（産業を支える人材の育成）
　・地域のニーズに対応した職業訓練を実施
　・在職者や障がい者等、その希望やその特性、能力に応じたきめ細かな職業能力開発を推進
　・北海道職業能力開発協会と連携して技能検定制度の普及・促進を図る

（産業を支える人材の育成）
・R4年度のMONOテク修了生（R5年3月修了）の就職状況は、就職希望者202人中、就職決定者195人、うち関連
業界へ190人が就職した。
・離職者等の再就職を促進するため、民間教育訓練機関等に職業訓練の実施を委託し、令和４年度は、1,234
人(R5年6月末)が再就職した。
・R4年度の障害者職業能力開発校修了生（R5年3月修了）の就職状況は、就職希望者13人中、就職決定者12人
が就職した。
・民間教育訓練機関等を活用した障害者委託訓練を実施し、R4年度は、16コースで37人が受講、14人が就職
した。
・中小企業の在職者を対象に必要な知識・技能の付与等を行う職業訓練を実施し、R4年度は、35コースで368
人が受講した。
・技能労働者の技能習得意欲の増進と技能水準及び社会的･経済的地位の向上を図るため、技能検定試験を実
施し、学科79職種3,664人、実技80職種4,307人が受検した。

第11次北海道職業能力開発計画（R3年度～R7年度） https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/jzi/hokkaido_kaihatsu_keikaku.html

今後の高等技術専門学院の運営方針 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/jzi/uneihoushin2019.html

2,642,468千円 2,769,026千円 3,281,203千円

・産業界や地域のニーズを踏まえた人材の育成を図る。
・全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発を推進する。
・在学時からのキャリア形成を推進するとともに、技能の継承・振興を図る。

（産業を支える人材の育成）
　本道経済は、少子化により労働力人口が減少し、様々な分野への影響が懸念されるため、本道の強みのあ
る分野や、「技能離れ」が進むものづくり産業など本道経済の発展を担う産業を支える人材の育成が重要。



<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする

増加 ％ R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 56.8 56.2 56.1 全国平均

実績値 56.2 56.1 56.4

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

就業率（暦年） 100.5% Ａ

令和5年度 基本評価調書

指標名①

【2(7)A_0518】産業人材の育成

増加傾向にあった本道の就業率は、新型コロナウイルス感染症等の影響を受け、就業率は伸び悩んでいるが、若年者・離
転職者・障がいのある方等に対するＭＯＮＯテクや障害者職業能力開発校での職業訓練をはじめ、民間教育訓練期間を活
用した委託訓練の実施、事業主団体が行う事業内訓練への支援などにより、地域の実情に応じた職業能力開発の推進に努
め、ＭＯＮＯテク修了生の就職率が96.5％（R5.3月修了生）。委託訓練を受講した就職者が１，３２６名になるなど職業
生活の安定に寄与した。

指標名②

－ －

毎年調査、２月頃公表 出典（根拠計画等） 総務省「労働力調査」

分析（主な取組と成果）

設定理由
北海道全体の雇用・就業実態を測る指標であり、産業を支える人材育成への課題の取組に関する成果を測る
指標として設定

出典（根拠計画等）

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名④

－ －

－ －

分析（主な取組と成果）

設定理由

設定理由

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名③

設定理由

設定理由

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名⑤

－ －



令和5年度 基本評価調書 【2(7)A_0518】産業人材の育成

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<取組分析（その他の統計数値等）>

b

b

b

統計数値等① 過年度① 過年度② 最新年度

高等技術専門学院（施設内訓練）修了生の
関連業界就職率

93.0%／R2年度調査 88.6%／R3年度調査 94.1%／R4年度調査

連携状況

（課題）
・本道において産業人材の育成を一層推進していくために、ＭＯＮＯテクは、官民の職業教育訓練機関と効果的に連携
して、それぞれの強みを活かした職業教育訓練を行っていく必要がある。

（取組）
・会議等を通じた職業能力開発業務のニーズに関する情報交換や職業訓練計画の策定及び実施等に係る業務調整に
より、様々な実施主体が産業界や地域のニーズを踏まえた効果的・効率的な人材の育成を推進している。
・教育訓練担当者の職業能力開発総合大学校主催研修への派遣、大学校からの実務実習生受け入れなど連携を図る
ことで、ＭＯＮＯテク職業訓練の内容高度化や実践的内容への改善に寄与している。

緊急性
優先性

（課題）
・ものづくり関連分野の人手不足が深刻化しており、地域企業から技能者の育成やＭＯＮＯテク修了生の一層の輩出促
進を求められている。

（取組）
・職業能力開発施設の建物・機器等の整備に係る補助金は、雇用保険二事業の財政立て直しのため、建物整備費２
０％、機械器具整備費１５％が削減された。これ以上の削減は安全確保や効果的な訓練の実施に支障が生じるため、
継続的な削減は避けるよう、令和４年度全国職業能力開発主幹課長会議の議題・提言等において国に要望・提案を
行った。
・地元自治体や関係機関などと連携して、ＭＯＮＯテク（高等技術専門学院）のＰＲや情報発信をはじめとした入校促進
を行った。

□ 成果指標で課題への対応を説明済

89.6%／R2年度調査 87.7%／R3年度調査 97.5%／R4年度調査

分析等

（分析等）
各コースにおいて、地域の業界ニーズを把握したセミナー内容となるよう検討の上、実施しており受講者の
満足度に繋がっている。
引き続き、開講時間や時間数などを含めたニーズを把握し、内容の充実に努める。

分析等

（分析等）
令和３年度調査では新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で一部業界で求人が低下したことなどによるも
のと考えられる。今後、訓練生に対する就職支援に一層努めるとともに、業界の求人ニーズにきめ細かに対
応し、関連業界への就職促進に努める。

統計数値等② 過年度① 過年度② 最新年度

分析等

（分析等）
　合格者の減少については、新型コロナウイルス感染症の影響で外国人技能実習生の受験者が減少したこと
によるものが大きいと考えられるため、今後は技能実習制度の見直し等により受験者の増加が見込まれると
共に、引き続き、各関係団体や訓練校と連携を図り、ニーズの把握や受験者の増加に努める。

（課題）
　本道経済を持続的に発展させていくため、ＭＯＮＯテクは地域の産業を支える人材を育成し、供給する必要がある。

（課題）
　中小企業において自社で在職者の能力開発等が困難といった課題に対し、本道経済の牽引役が期待される「ものづくり
分野」など地域の業界ニーズを把握したセミナーの内容の充実に努める必要がある。

（課題）
　「技能離れ」によるものづくり産業の人手不足といった課題に対応できるよう、技能者の技能が適正に評価されること
は、職業生活設計に即した職業能力の開発及び向上を促進する上で重要である。

統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度

道が実施する技能検定の合格者数 2,282名／令和2年度 3,077名／令和3年度 2,311名／令和4年度

能力開発セミナー（在職者向け研修会）受
講者の満足度



令和5年度 基本評価調書 【2(7)A_0518】産業人材の育成

<総合判定>

○

○

ｂ

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

翌年度に
向けた

対応方針

内容

MONOテクにおける機械設備については、原材料費の高騰などの情勢変化による機器の値上がり
（約15%（機器により異なる））、半導体不足による物流の乱れが生じるなかこれまで以上の拡
充は困難なため、訓練生の安全確保を最優先したものとする。

今後もデジタル化の推進といった産業界や地域のニーズを踏まえた多様な人材育成と技能の振興
/継承を図るため、資格取得を目指すデジタル人材育成の訓練コースを設置するなど、効果的な
取組を検討し、引き続き推進していく。

地元自治体や関係機関などと連携して、ＭＯＮＯテク（高等技術専門学院）のＰＲや情報発信を
はじめとした入校促進を引き続き行っていく。

Ａ

連 携 状 況

 （　　　－　　　）

指 標 判 定
総 合
判 定

順調緊急性・優先性

その他の統計数値等



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0901 事務 その他内部管理事務

予算決算、議会対応、服務・給与・福利厚生、物品管理、国費予
算要望事務、各種計画等の当課事業の推進・進捗管理、各種団
体等の要望・提言・陳情対応、北海道労働審議会職業能力開発
部会事務局業務、各種会議の議題調整、広報・広聴関連業務な
ど

産業人材課 0 0 0 5.3 0.00 5.3 41,552

0902 事務
北海道職業能力開発計画等の策定事
務

北海道職業能力開発計画及び地方職業能力開発実施計画の策
定に関する事務

産業人材課 0 0 0 0.2 0.00 0.2 1,568

0903 事務 総務管理費（各種表彰経費） 技能及び認定職業訓練に係る厚生労働大臣表彰事務 産業人材課 0 0 0 0.1 0.80 0.9 7,056

0904 一般 職場適応訓練費
中高年齢失業者・障害者等の就職困難な求職者等に対し、作業
環境に適応することを容易にするために、訓練を事業主に委託し
て実施する。

産業人材課 0 9,516 4774 0.2 1.10 1.3 19,708

0905 一般
産業人材育成事業費（次世代人材職
業体験推進事業費）

若年者の職業観・勤労観の早期形成を図るため、専修学校を活
用し中学生を対象とした職業体験の取組を支援する。

産業人材課 0 40,000 40,000 0.3 0.00 0.3 42,352

0906 事務
産業人材育成の推進に関する事務・
事業

産業人材の育成に関する情報を収集するとともに、産業人材育
成に向けた連携体制構築、企業人材や次世代人材の育成、情報
提供・相談体制等サポート体制の充実等を図る事務

産業人材課 0 0 0 0.2 0.00 0.2 1,568

0907 事務 産業人材育成関連事業
人材育成マッチング事業、ＱＣサークル導入促進事業等を実施す
る事務

産業人材課 0 0 0 0.4 0.00 0.4 3,136

0908 事務
次世代ものづくり人材育成事業（赤れ
んがチャレンジ）

ものづくり産業への職業意識の醸成を図るため、将来のものづく
りの担い手となる小中学生を対象に、ものづくり体験会等開催す
る事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.30 0.4 3,136

0909 一般
民間訓練費（事業内職業訓練事業費
補助金）

認定を受けて職業訓練を行う中小企業事業主等に対し、集合し
て行う訓練に要する経費の一部を助成する。

産業人材課 0 81,800 40,910 1.0 1.90 2.9 104,536

0957 事務
認定職業訓練優良訓練生に関する事
務

認定職業訓練優等訓練生に知事賞を贈呈する事務 産業人材課 0 19 19 0.1 0.00 0.1 803

0910 一般 介護福祉士養成施設運営費補助金
福祉人材の養成・確保のため、介護福祉士養成施設の運営に対
して助成する。

産業人材課 0 1,321 1,321 0.1 0.00 0.1 2,105

0911 一般 地域人材開発センター事業費補助金
道立技術専門学院再編計画に基づき、道立高等技術専門学院
から地域の人材開発型施設として転換した「地域人材開発セン
ター」に対し、センター運営に要する経費を助成する。

産業人材課 0 101,972 101,972 0.3 0.00 0.3 104,324

0912 一般 職業能力開発支援センター管理費
北海道立職業能力開発支援センターについて、指定管理者が管
理運営を代行する。

産業人材課 0 4,798 2,757 0.2 0.00 0.2 6,366

0913 事務
職業訓練法人の認可並びに指導に関
する事務

共同職業訓練団体からの職業能力開発促進法に基づく法人設立
の申請に対する認可、及びその行う職業訓練の健全な発展を図
るための指導監督事務

産業人材課 0 0 0 0.0 0.30 0.3 2,352

0914 事務
北海道職業能力開発協会に関する事
務

職業能力開発促進法に基づき道が認可した北海道職業能力開
発協会への指導等に関する事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.00 0.1 784

0915 一般
技能振興費（技能向上育成対策費補
助金）

技能士の技能水準及び資質の向上を図るため職種別研修会等
の開催、技能士重用制度の普及、一般消費者の期待する技能士
活動の推進等、技能士の社会的地位の向上を図るため社団法人
北海道技能士会が行う事業に対して補助を行う。

産業人材課 0 3,167 3,167 0.1 0.00 0.1 3,951

0916 一般 技能振興費（職業訓練指導員試験費）
職業訓練指導員試験に関して、試験問題作成委員の委嘱、試験
の実施、免許証の交付等を行う。

産業人材課 0 732 0 0.2 0.50 0.7 6,220

前年度からの
繰越事業費
（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト
（千円）

一次政策評価

二次政策評価意見

令和5年度　事務事業評価調書 産業人材の育成 0518

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名



うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

前年度からの
繰越事業費
（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト
（千円）

一次政策評価

二次政策評価意見整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

0917 一般 技能振興費（技能検定促進費）

北海道職業能力開発協会が実施する技能検定試験等に要する
経費に対する補助事業及び技能検定試験の厳正な実施や制度
の普及促進のための指導監督、合格者に対する合格証書の作
成、交付事務等を行う。

産業人材課 0 65,720 30,223 1.1 1.40 2.5 85,320

0918 事務
総務管理諸費（障害者技能競技北海
道大会）

障害者技能競技北海道大会を開催する。 産業人材課 0 66 66 0.1 0.00 0.1 850

0919 事務 各種技能競技大会に関する事務 各種技能競技大会に係る後援及び知事賞贈呈事務 産業人材課 0 66 66 0.1 0.00 0.1 850

0920 事務
技能士登録・技能士重用制度に関す
る事務

技能士の育成・確保を図るとともにその社会的、経済的地位の向
上のため、道発注工事に技能士を常駐させる制度を普及させる
事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.00 0.1 784

0921 事務 職業能力開発促進月間に関する事務
職業能力の開発・向上の重要性と技能尊重気運の醸成につい
て、労働者や事業主をはじめ、道民一般の理解を得るための事
務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.00 0.1 784

0933 一般
公共訓練費（離転職者・在職者等訓練
事業費）（就職支援・成人・緊急再就
職）

離転職者、パート就労者及び知的障害者や、労働力のミスマッチ
に対応するため、事業団体等民間教育訓練機関への委託訓練を
中心とした機動的な職業訓練の実施や在職労働者に能力開発セ
ミナーを実施し資質の向上を図る。

産業人材課 0 1,491,832 18,254 2.0 20.40 22.4 1,667,448 ②
改善（取組分

析）

0936 一般
公共訓練費（デュアルシステム推進事
業費）

専門学校等の民間教育訓練機関での座学等と企業での実習を
組み合わせた職業訓練を実施する。

産業人材課 0 80,812 0 0.3 2.00 2.3 98,844

0937 一般
公共訓練費（母子家庭の母等委託訓
練事業費）

母子家庭の母等対象の職業訓練を実施する。 産業人材課 0 22,110 0 0.3 0.80 1.1 30,734

0935 一般 公共訓練費（実習費）
障がい者の就業機会の増大等を図るため、障害者職業能力開発
校での実習及び民間機関等への委託訓練を実施する。

産業人材課 0 95,318 3,878 0.4 15.00 15.4 216,054

0930 事務
「今後の高等技術専門学院の運営方
針」に基づく取組の推進に関する事務

「今後の高等技術専門学院の運営方針」に基づく取組の推進に
関する事務

産業人材課 0 0 0 2.0 0.00 2.0 15,680 ③
改善（取組分

析）

0931 一般
公共訓練費（公共職業訓練手当）(アイ
ヌ入校対策費）

障害者など（再）就職に際し困難を伴う求職者が公共職業訓練を
受講するに当たって、訓練に専念できる経済的環境を整えるため
の手当支給事務

産業人材課 0 63,567 31,784 1.3 22.70 24.0 251,727

0934 一般
公共訓練費（向上訓練等推進員設置
費）

企業における在職労働者の教育訓練や、労働者の自己啓発など
生涯能力開発体制の充実強化を図るため、向上訓練等推進員に
よる企業の指導事務

産業人材課 0 776 0 0.1 0.50 0.6 5,480

0924 一般
技術専門学院等管理費（技術専門学
院費）（一般施策）

道立高等技術専門学院の入学選考等事務等 産業人材課 0 4,594 1,098 0.3 1.50 1.8 18,706

0928 事務
総務管理諸費（自動車整備振興会負
担金）

道立高等技術専門学院の自動車整備科が第二級自動車整備士
国家資格の養成施設として指定を受けるため、各学院所在地区
を担当する自動車整備振興会の会員であることが必要であり、会
員となるため負担する年会費等の経費

産業人材課 0 186 186 0.1 0.00 0.1 970

0932 一般
公共訓練費（養成・転職職業訓練費）
（無料職業紹介事業費）

道立高等技術専門学院において、若年者や離転職者等を多様な
技術・知識を有する労働者にするために必要な職業訓練実施及
び訓練生の就職促進に係る事務

産業人材課 0 70,217 12,251 0.4 133.10 133.5 1,116,857

0938 維持費
技術専門学院等設備整備費（実習用
機械）

道立技術専門学院において、訓練生に対し技能・技術を付与する
ための職業訓練に必要な機械・機器のリースによる整備事務

産業人材課 0 866 433 0.1 0.10 0.2 2,434

0939 一般
技術専門学院等設備整備費（技術専
門学院実習用機械整備費）

道立技術専門学院において、訓練生に対し技能・技術を付与する
ための職業訓練に必要な機械・機器の整備・保守事務

産業人材課 0 34,416 0 0.3 0.10 0.4 37,552 ①
改善（取組分

析）

0940 一般
技術専門学院等設備整備費（技術専
門学院高度化訓練用機械整備費）

各学院において高度化訓練用機械及び共用パソコン等の整備を
実施する事務

産業人材課 0 6,371 0 0.3 0.10 0.4 9,507 ①
改善（取組分

析）
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0941 一般 職業訓練指導能力向上推進費

近年の高度化・多様化した訓練ニーズに対応して、教育訓練に関
するカリキュラム・教材等の開発研究や指導員、教育訓練担当者
への研修を実施するほか、インターネットによる一元的な人材育
成情報の提供・学習支援システムを推進する事務

産業人材課 0 2,772 1,319 2.6 0.10 2.7 23,940

0942 事務 北海道標準訓練計画に関する事務
技術専門学院、能力開発校の実施する職業訓練に係わる、標準
カリキュラム等の作成及び維持管理事務

産業人材課 0 0 0 0.2 0.00 0.2 1,568

0943 事務
公共職業訓練（施設内訓練）の技能照
査に関する事務

技能照査問題の保管管理事務及び問題変更時の協議事務 産業人材課 0 0 0 0.1 0.00 0.1 784

0944 事務
職業訓練指導員試験問題作成に関す
る事務

職業訓練指導員試験問題作成に係る事務 産業人材課 0 0 0 0.2 0.00 0.2 1,568

0929 事務
その他内部管理事務（職業訓練担当
課長所管分）

職業訓練担当課長所管の業務における総括・調整、技専に係る
予算の執行管理・条例等の改廃、高齢・障害･求職者雇用支援機
構との連絡調整、技術の指導・人事管理、教科・生活・就職指導
に係る助言・指導、入試問題作成委員会の運営

産業人材課 0 0 0 1.5 0.10 1.6 12,544

0922 維持費
技術専門学院等管理費（技術専門学
院費）（維持費）

道立高等技術専門学院の管理運営事務 産業人材課 0 240,979 100,507 2.8 1.30 4.1 273,123

0923 維持費
技術専門学院等管理費（障害者職業
能力開発校費）（維持費）

国立北海道障害者職業能力開発校の庁舎等維持管理運営事務 産業人材課 0 47,849 0 0.4 0.30 0.7 53,337

0925 一般
技術専門学院等管理費（障害者職業
能力開発校費）（一般施策）

国立北海道障害者職業能力開発校費の維持管理事務（施設用
地賃借等）

産業人材課 0 9284 0 0.2 0.10 0.3 11,636

0926 一般
技術専門学院等管理費（技術専門学
院付属施設整備費）

道立高等技術専門学院の庁舎施設整備事務 産業人材課 0 158670 22587 0.3 0.00 0.3 161,022

0927 義務費
技術専門学院等管理費（その他義務
費）

道立高等技術専門学院の被服貸与等事務 産業人材課 0 2,672 2,408 0.3 0.10 0.4 5,808

0 2,642,468 419,980 26.9 204.6 231.5計


